
様式第１号（第７条関係） 

審査基準・標準処理期間整理票 

処分の内容  林地開発行為の許可 

根 拠 法 令 

及 び 条 項 

 森林法 

 第１０条の２第１項及び第２項 

審
査

基
準
 

■ 有（第４条第１項に該当する場合を含む。） 

□ 無（根拠：第４条第２項第 号に該当） 

公表 ■ する □ しない（公表しない場合の根拠：第７条第４項第 号に該当） 

【内容】（※審査基準を公表する場合のみ記載すること。） 

（開発行為の許可） 

第十条の二 地域森林計画の対象となっている民有林（第二十五条又は第二十五

条の二の規定により指定された保安林並びに第四十一条の規定により指定され

た保安施設地区の区域内及び海岸法（昭和三十一年法律第百一号）第三条の規

定により指定された海岸保全区域内の森林を除く。）において開発行為（土石

又は樹根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為で、森林の土地の自

然的条件、その行為の態様等を勘案して政令で定める規模をこえるものをいう。

以下同じ。）をしようとする者は、農林水産省令で定める手続に従い、都道府

県知事の許可を受けなければならない。ただし、次の各号の一に該当する場合

は、この限りでない。 

一 国又は地方公共団体が行なう場合 

二 火災、風水害その他の非常災害のために必要な応急措置として行なう場合 

三 森林の土地の保全に著しい支障を及ぼすおそれが少なく、かつ、公益性が

高いと認められる事業で農林水産省令で定めるものの施行として行なう場

合 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、次の各号のいず

れにも該当しないと認めるときは、これを許可しなければならない。 

一 当該開発行為をする森林の現に有する土地に関する災害の防止の機能から

みて、当該開発行為により当該森林の周辺の地域において土砂の流出又は崩

壊その他の災害を発生させるおそれがあること。 

一の二 当該開発行為をする森林の現に有する水害の防止の機能からみて、当

該開発行為により当該機能に依存する地域における水害を発生させるおそれ

があること。 

二 当該開発行為をする森林の現に有する水源のかん養の機能からみて、当該

開発行為により当該機能に依存する地域における水の確保に著しい支障を及

ぼすおそれがあること。 

三 当該開発行為をする森林の現に有する環境の保全の機能からみて、当該開

発行為により当該森林の周辺の地域における環境を著しく悪化させるおそれ

があること。 

 

【その他の基準となる法令・通知等】 

〇森林法施行令 



（開発行為の規模） 

第二条の三 法第十条の二第一項の政令で定める規模は、次の各号に掲げる行為

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める規模とする。 

一 専ら道路の新設又は改築を目的とする行為 当該行為に係る土地の面積一

ヘクタールで、かつ、道路（路肩部分及び屈曲部又は待避所として必要な拡

幅部分を除く。）の幅員三メートル 

二 太陽光発電設備の設置を目的とする行為 当該行為に係る土地の面積〇・

五ヘクタール 

三 前二号に掲げる行為以外の行為 当該行為に係る土地の面積一ヘクタール 

 

〇森林法施行規則 

（開発行為の許可の申請） 

第四条 法第十条の二第一項の許可を受けようとする者は、申請書に次に掲げる

書類を添え、都道府県知事に提出しなければならない。 

一 開発行為に係る森林の位置図及び区域図 

二 開発行為に関する計画書 

三 開発行為に係る森林について当該開発行為の施行の妨げとなる権利を有す

る者の相当数の同意を得ていることを証する書類 

四 許可を受けようとする者（独立行政法人等登記令（昭和三十九年政令第二

十八号）第一条に規定する独立行政法人等を除く。）が、法人である場合に

は当該法人の登記事項証明書（これに準ずるものを含む。）、法人でない団

体である場合には代表者の氏名並びに規約その他当該団体の組織及び運営に

関する定めを記載した書類、個人の場合にはその住民票の写し若しくは個人

番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律（平成二十五年法律第二十七号）第二条第七項に規定する個人番

号カードをいう。以下同じ。）の写し又はこれらに類するものであって氏名

及び住所を証する書類 

五 開発行為に関し、他の行政庁の免許、許可、認可その他の処分を必要とす

る場合には、当該処分に係る申請の状況を記載した書類（既に処分があった

ものについては、当該処分があったことを証する書類） 

六 開発行為を行うために必要な資力及び信用があることを証する書類 

七 前各号に掲げるもののほか、都道府県知事が必要と認める書類 

 

〇蓮田市林地開発許可事務取扱要領 

第1章 林地開発許可 

（趣旨） 

第１条 この要領は、森林法（（略）以下「法」という。）第10条の２第１項の

開発行為（以下「開発行為」という。）の実施に関し必要な手続きについて、

法、森林法施行令（（略）以下「施行令」という。）、森林法施行規則（（略）

以下「省令」という。）、省令第44条の規定に基づき申請書等の様式を定める

件（略）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

 

（申請書等の提出先等） 

第５条 申請書等の提出先は、蓮田市環境経済部産業振興課とする。 

 

 



審 査 基 準 

設定年月日 

令和６年２月５日 

審 査 基 準

最終変更年月日 

年  月  日 

標準処理期間 

□ 有(第６条において準用する第４条第１項に該当する場合を含む。) 

  期間（                  ） 

■ 無(根拠：第６条において準用する第４条第２項第１号に該当) 

標準処理期間

設定 年月日 

年  月  日 

標 準 処 理 期 間

最終変更年月日 

年  月  日 

所管部署  環境経済部 産業振興課 

備考 

 知事の権限に属する事務処理に関する法律（平成１１年埼玉県条例

第６１号）の規定により市が処理するとされた森林法（昭和２６年法

律第２４９号）の事務 

注 許認可等をするかどうかの判断基準が法令又は条例等において具体的に規定し尽

くされているため審査基準を設定する必要がない場合は、その旨及び当該法令の定め

を審査基準の内容欄に記載すること。 


